
令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁

1 1 基本的考え方
1 2 一括法案の提出等
2 3 事務・権限の移譲に伴う財源措置その他必要な支援
2 4 都道府県から市町村への事務・権限の移譲等
2 厚生労働省
2 1 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平17法123）
2 127
2 経済産業省
2 1 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭42法149）

重点32 2 150
2 国土交通省
3 1 軌道法（大10法76）

重点29 3 227
3 2 鉄道事業法（昭61法92）

重点29 3 228
3 5 義務付け・枠付けの見直し等
3 内閣官房
3 1 登記事項証明書の添付が必要な地方公共団体の手続

有 3 157
3 内閣府
3 1 健康保険法（大11法70）、児童福祉法（昭22法164）及び教育支援体制整備事業費補助金

重点10 有 3 8 48
4 2 地方自治法（昭22法67）

重点31 有 4 81
4 3 児童福祉法（昭22法164）

有 4 ⅰ 212
重点２ 有 4 ⅱ 300

4 4 児童福祉法（昭22法164）及び子ども・子育て支援法（平24法65）
有 4 1・ 30FU-228
有 5 2・ 30FU-54 30FU-274

5 5 児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
有 5 61 112 140 161 226 282

管理番号



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

5 6

重点38 有 5 30FU-209
5 7 学校給食法（昭29法160）

重点12 有 5 1・ 29FU-76
重点12 有 6 2・ 29FU-76

6 8 災害対策基本法（昭36法223）
重点30 6 77

6 9

有 6 30FU-156
6 10 自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭55法87）

重点33 有 6 27
7 11 子ども・子育て支援法（平24法65）

有 7 ⅰ 1・ 29FU-216
有 7 2・ 237

重点１ 有 7 ⅱ 23 117 276
有 7 ⅲ 286
有 7 ⅳ 223

8 12 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平25法27）
8 ⅰ 28FU-196 28FU-290

有 8 ⅱ 28FU-298
8 13 地域女性活躍推進交付金

重点43 8 94
9 14 地方創生推進交付金
9 51
9 15 認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金

有 9 30
9 16 子ども・子育て支援整備交付金

重点３ 有 9 162
9 17 マイナンバー制度における情報連携に係るデータ標準レイアウトに関する事務

有 9 211

身体障害者福祉法（昭24法283）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
（平25法27）

所得税法（昭40法33）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平25法27）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

10 警察庁
10 1 道路交通法（昭35法105）

有 10 54 114
10 個人情報保護委員会

10 1

有 10 29FU-265
10 金融庁

10 1

有 再掲 10 30FU-156
11 2 中小企業等経営強化法（平11法18）

有 11 29FU-67
11 総務省
11 1 地方自治法（昭22法67）

重点31 有 再掲 11 81
11 2 最高裁判所裁判官国民審査法（昭22法136）及び公職選挙法（昭25法100）
11 275

11 3

有 再掲 11 29FU-265
12 4 競馬法（昭23法158）及びモーターボート競走法（昭26法242）

有 12 122
12 5 公職選挙法（昭25法100）
12 ⅰ 30FU-11 30FU-178
12 ⅱ 30FU-12 30FU-179
12 ⅲ 196
12 6 地方税法（昭25法226）

重点45 有 12 118 144
13 7 公営住宅法（昭26法193）

重点36 有 13 28
13 8 森林法（昭26法249）及び森林経営管理法（平30法35）

重点25 有 13 49 64

郵便法（昭22法165）、個人情報の保護に関する法律（平15法57）及び空家等対策の推進に関する特別措置法（平
26法127）

所得税法（昭40法33）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平25法27）

郵便法（昭22法165）、個人情報の保護に関する法律（平15法57）及び空家等対策の推進に関する特別措置法（平
26法127）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

13 9 道路交通法（昭35法105）
有 再掲 13 54 114

13 10 公害紛争処理法（昭45法108）
13 55
14 11 自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭55法87）

重点33 有 再掲 14 27

14 12

14 32 126
14 13 地方独立行政法人法（平15法118）

重点40 14 ⅰ 219
14 ⅱ 163

重点41 有 14 ⅲ 230
15 14 統計法（平19法53）
15 ⅰ 134
15 ⅱ 30FU-2 30FU-10
15 ⅲ 133
15 ⅳ 167
15 ⅴ 30FU-264
15 15 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平19法94）
15 30FU-57
16 16 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平25法27）

有 再掲 16 ⅰ 28FU-298
16 ⅱ 72
16 17 行政不服審査法（平26法68）
16 84
16 18 空家等対策の推進に関する特別措置法（平26法127）

重点19 有 17 ⅰ 274
重点21 有 17 ⅱ 152 283
重点20 有 17 ⅲ 287

17 19 財政事情等ヒアリング
17 103

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平14法153）及び行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平25法27）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

17 20 消防施設整備計画実態調査
17 151
18 21 地方行政サービス改革に関する取組状況等の調査
18 30FU-80
18 22 語学指導等を行う外国青年招致事業

有 18 38 39
18 23 登記事項証明書の添付が必要な地方公共団体の手続

有 再掲 18 157
18 24 マイナンバー制度における情報連携に係るデータ標準レイアウトに関する事務

有 再掲 18 211
19 法務省
19 1 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭25法123）

有 19 229

19 2

有 19 105
19 3 地方税法（昭25法226）

重点45 有 再掲 19 118 144
20 4 空家等対策の推進に関する特別措置法（平26法127）

重点19 有 再掲 20 274
20 5 外国人受入環境整備交付金
20 41
20 6 登記事項証明書の添付が必要な地方公共団体の手続

有 再掲 20 157
20 外務省
20 1 語学指導等を行う外国青年招致事業

有 再掲 21 38 39

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭25法123）、知的障害者福祉法（昭35法37）及び老人福祉法（昭38
法133）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

21 財務省
21 1 国有財産法（昭23法73）及び農地法（昭27法229）

重点23 有 21 1・ 91
重点23 有 21 2・ 91
重点23 有 21 3・ 91
重点23 有 21 4・ 91
重点23 有 21 5・ 91

22 2 宗教法人法（昭26法126）及び登録免許税法（昭42法35）
有 22 92

22 3

有 再掲 22 30FU-156
22 文部科学省
22 1 健康保険法（大11法70）、児童福祉法（昭22法164）及び教育支援体制整備事業費補助金

重点10 有 再掲 22 8 48
22 2 学校教育法（昭22法26）
22 202
23 3 児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金

有 再掲 23 61 112 140 161 226 282

23 4

有 23 93 99
23 5 教育職員免許法（昭24法147）
23 ⅰ 30FU-149 30FU-150
23 ⅱ 2
24 ⅲ 30FU-55

重点37 24 ⅳ 18
24 6 宗教法人法（昭26法126）及び登録免許税法（昭42法35）

有 再掲 24 92

所得税法（昭40法33）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平25法27）

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭22法217）、保健師助産師看護師法（昭23法
203）、歯科衛生士法（昭23法204）、診療放射線技師法（昭26法226）、歯科技工士法（昭30法168）、臨床検査技
師等に関する法律（昭33法76）、理学療法士及び作業療法士法（昭40法137）、柔道整復師法（昭45法19）及び視
能訓練士法（昭46法64）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

24 7 学校給食法（昭29法160）
24 ⅰ 57

重点12 有 再掲 24 ⅱ 1・ 29FU-76
重点12 有 再掲 25 2・ 29FU-76

25 8 社会福祉士及び介護福祉士法（昭62法30）
有 25 29FU-182

25 9 地方独立行政法人法（平15法118）
重点41 有 再掲 25 230

25 10 子ども・子育て支援法（平24法65）
有 再掲 25 1・ 29FU-216
有 再掲 25 2・ 237

26 11 認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金
有 再掲 26 30

26 12 私立学校施設の耐震改修状況等調査及び社会福祉施設等耐震化調査
有 26 225

26 13 語学指導等を行う外国青年招致事業
有 再掲 26 38 39

26 厚生労働省
26 1 行旅病人及行旅死亡人取扱法（明32法93）及び墓地、埋葬等に関する法律（昭23法48）
27 85 87
27 2 健康保険法（大11法70）
27 301

27 3

27 26FU-219 26FU-348
27 4 健康保険法（大11法70）、児童福祉法（昭22法164）及び教育支援体制整備事業費補助金

重点10 有 再掲 27 8 48

健康保険法（大11法70）、船員保険法（昭14法73）、私立学校教職員共済法（昭28法245）、国家公務員共済組合
法（昭33法128）、国民健康保険法（昭33法192）、地方公務員等共済組合法（昭37法152）及び高齢者の医療の確
保に関する法律（昭57法80）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

27 5 児童福祉法（昭22法164）
27 ⅰ 29FU-263
28 ⅱ 78

有 再掲 28 ⅲ 212
重点２ 有 再掲 28 ⅳ 300
重点６ 28 ⅴ 149
重点７ 28 ⅵ 62 79
重点９ 28 ⅶ 278

29 6

29 1・ 30FU-210
29 2・ 30FU-210
29 7 児童福祉法（昭22法164）及び子ども・子育て支援法（平24法65）

有 再掲 29 1・ 30FU-228
有 再掲 29 2・ 30FU-54 30FU-274

30 8 児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
有 再掲 30 61 112 140 161 226 282

30 9

有 再掲 30 93 99

30 10

30 7
31 11 医師法（昭23法201）、歯科医師法（昭23法202）及び薬剤師法（昭35法146）
31 145
31 12 医療法（昭23法205）
31 ⅰ 37
31 ⅱ 190

児童福祉法（昭22法164）、雇用保険法（昭49 法116）及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者
の福祉に関する法律（平３法76）

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭22法217）、保健師助産師看護師法（昭23法
203）、歯科衛生士法（昭23法204）、診療放射線技師法（昭26法226）、歯科技工士法（昭30法168）、臨床検査技
師等に関する法律（昭33法76）、理学療法士及び作業療法士法（昭40法137）、柔道整復師法（昭45法19）及び視
能訓練士法（昭46法64）

医師法（昭23法201）、歯科医師法（昭23法202）、保健師助産師看護師法 （昭23法203）、診療放射線技師法（昭
26法226）、臨床検査技師等に関する法律（昭33法76）、理学療法士及び作業療法士法（昭40法137）及び視能訓練
士法（昭46法64）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

31 13

重点38 有 再掲 31 30FU-209
32 14 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭25法123）
32 ⅰ 191

有 再掲 32 ⅱ 229

32 15

有 再掲 32 105
32 16 生活保護法（昭25法144）

重点16 32 ⅰ 269
重点35 32 ⅱ 5

32 ⅲ 213
33 ⅳ 1・ 206
33 2・ 206
33 17 クリーニング業法（昭25法207）
33 96
33 18 狂犬病予防法（昭25法247）

重点42 33 20 21 22
33 19 社会福祉法（昭26法45）
33 ⅰ 119

重点５ 33 ⅱ 19
34 20 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭35法145）
34 30FU-7
34 21 児童扶養手当法（昭36法238）
34 ⅰ 1・ 29FU-186
34 2・ 29FU-186
34 ⅱ 176
35 22 老人福祉法（昭38法133）
35 138 271
35 23 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭39法129）

重点４ 35 165

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭25法123）、知的障害者福祉法（昭35法37）及び老人福祉法（昭38
法133）

身体障害者福祉法（昭24法283）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
（平25法27）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

35 24 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（昭40法100）
35 30FU-37
35 25 職業能力開発促進法（昭44法64）

重点34 35 68
36 26 雇用保険法（昭49法116）

重点４ 36 166
36 27 高齢者の医療の確保に関する法律（昭57法80）
36 173 174 175 193
36 28 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭60法88）

重点17 36 69
36 29 社会福祉士及び介護福祉士法（昭62法30）

有 再掲 36 ⅰ 29FU-182
重点15 36 ⅱ 295
重点11 37 ⅲ 47

37 30 介護保険法（平９法123）
重点13 37 ⅰ 88 98 158 164
重点14 37 ⅱ 181

37 31 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平17法123）
37 ⅰ 30FU-85
37 ⅱ 179
38 ⅲ 148
38 ⅳ 108 203 270 28FU-76
38 32 自殺対策基本法（平18法85）
38 15
38 33 子ども・子育て支援法（平24法65）
38 ⅰ 29FU-89

有 再掲 38 ⅱ 1・ 29FU-216
有 再掲 38 2・ 237

重点１ 有 再掲 39 ⅲ 23 117 276
有 再掲 39 ⅳ 286
有 再掲 39 ⅴ 223

39 34 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平25法27）
有 再掲 39 28FU-298



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

40 35 生活困窮者自立支援法（平25法105）
40 30FU-267
40 36 住宅宿泊事業法（平29法65）

有 40 169
40 37 療育手帳制度に関する事務
40 30FU-180
40 38 臨床研修費等補助金
40 235 236
40 39 認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金

有 再掲 41 30
41 40 子ども・子育て支援整備交付金

重点３ 有 再掲 41 162
41 41 私立学校施設の耐震改修状況等調査及び社会福祉施設等耐震化調査

有 再掲 41 225
41 42 保育対策総合支援事業費補助金
41 111
41 43 外国人に対する生活保護の適正な実施のための措置
41 30FU-279
42 農林水産省
42 1 国有財産法（昭23法73）及び農地法（昭27法229）

重点23 有 再掲 42 ⅰ 1・ 91
重点23 有 再掲 42 2・ 91
重点23 有 再掲 42 3・ 91
重点23 有 再掲 42 4・ 91
重点23 有 再掲 42 5・ 91
重点23 43 ⅱ 90

43 2 競馬法（昭23法158）及びモーターボート競走法（昭26法242）
有 再掲 43 122

43 3 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭25法169）
43 30FU-60
43 4 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭26法97）

有 43 186



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

44 5 森林法（昭26法249）及び森林経営管理法（平30法35）
重点25 有 再掲 44 49 64

44 6 養蜂振興法（昭30法180）
44 43

44 7

重点22 有 44 187
45 8 農業経営基盤強化促進法（昭55法65）及び農地中間管理事業の推進に関する
法律（平25法101）

45 ⅰ 30FU-48 30FU-102 30FU-116 30FU-227 30FU-284
45 ⅱ 30FU-181
45 ⅲ 30FU-48 30FU-227
45 9 土地改良事業関係補助金
45 30FU-94
45 10 地域特産野菜生産状況調査、特産果樹生産動態等調査及び園芸用施設の設置等の状況把握
45 216
46 11 消費・安全対策交付金
46 215
46 12 水産業強化支援事業
46 292
46 13 農業人材力強化総合支援事業
46 ⅰ 217
46 ⅱ 67
47 14 畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業
47 29
47 15 草地畜産基盤整備事業
47 102
47 16 食料産業・６次産業化交付金
47 30FU-93
47 17 次世代国産花き産業確立推進事業
47 30FU-117

農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（昭46法112）及び地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展
の基盤強化に関する法律（平19法40）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

48 経済産業省

48 1

有 48 95
48 2 工場立地法（昭34法24）
48 199
48 3 電気工事業の業務の適正化に関する法律（昭45法96）
48 30FU-106

49 4

重点22 有 再掲 49 187
49 5 計量法（平４法51）
49 101
49 6 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平５法51）
49 30FU-298
50 7 中小企業等経営強化法（平11法18）

有 再掲 50 29FU-67
50 8 補助事業等により取得した財産の財産処分に関する事務
50 170
50 国土交通省
50 1 鉄道営業法（明33法65）及び道路法（昭27法180）
50 30FU-16

50 2

有 再掲 50 29FU-265

温泉法（昭23法125）、自然公園法（昭32法161）、大気汚染防止法（昭43法97）、廃棄物の処理及び清掃に関する
法律（昭45法137）、水質汚濁防止法（昭45法138）、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭45法139）、特
定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭46法107）、浄化槽法（昭58法43）、自動車から排出される
窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平４法70）、ダイオキシン類対
策特別措置法（平11法105）、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平13法65）、
土壌汚染対策法（平14法53）、使用済自動車の再資源化等に関する法律（平14法87）、鳥獣の保護及び管理並びに
狩猟の適正化に関する法律（平14法88）及び特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平17法51）

農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（昭46法112）及び地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展
の基盤強化に関する法律（平19法40）

郵便法（昭22法165）、個人情報の保護に関する法律（平15法57）及び空家等対策の推進に関する特別措置法（平
26法127）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

51 3

有 再掲 51 95
51 4 競馬法（昭23法158）及びモーターボート競走法（昭26法242）

有 再掲 51 122
51 5 通訳案内士法（昭24法210）
52 30FU-257
52 6 建築基準法（昭25法201）
52 ⅰ 273

有 52 ⅱ 30FU-108
52 7 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭26法97）

有 再掲 52 186
52 8 国土調査法（昭26法180）
52 ⅰ 218
53 ⅱ 70
53 9 道路運送法（昭26法183）
53 ⅰ 188

重点26 53 ⅱ 4
53 ⅲ 189
53 ⅳ 131

重点27 54 ⅴ 296
54 10 道路運送法（昭26法183）及び貨物自動車運送事業法（平元法83）

重点28 54 29FU-94
54 11 公営住宅法（昭26法193）

重点36 有 再掲 54 28

温泉法（昭23法125）、自然公園法（昭32法161）、大気汚染防止法（昭43法97）、廃棄物の処理及び清掃に関する
法律（昭45法137）、水質汚濁防止法（昭45法138）、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭45法139）、特
定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭46法107）、浄化槽法（昭58法43）、自動車から排出される
窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平４法70）、ダイオキシン類対
策特別措置法（平11法105）、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平13法65）、
土壌汚染対策法（平14法53）、使用済自動車の再資源化等に関する法律（平14法87）、鳥獣の保護及び管理並びに
狩猟の適正化に関する法律（平14法88）及び特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平17法51）



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

54 12 宅地建物取引業法（昭27法176）
55 30FU-265
55 13 道路法（昭27法180）
55 30FU-159
55 14 旅行業法（昭27法239）
55 116
55 15 道路整備特別措置法（昭31法７）
55 100
55 16 空港法（昭31法80）
55 44
56 17 不動産の鑑定評価に関する法律（昭38法152）

重点44 56 97
56 18 都市計画法（昭43法100）

重点24 56 26FU-68 26FU-970
56 19 空家等対策の推進に関する特別措置法（平26法127）

重点19 有 再掲 56 ⅰ 274
重点21 有 再掲 56 ⅱ 152 283
重点20 有 再掲 56 ⅲ 287

57 20 住宅宿泊事業法（平29法65）
有 再掲 57 169

57 21 地域公共交通確保維持改善事業費補助金
57 ⅰ 30FU-185
57 ⅱ 30FU-75



令和元年対応方針　管理番号対応表
重点 共管 再掲 頁 管理番号

57 環境省

58 1

有 再掲 58 95
58 2 建築基準法（昭25法201）

有 再掲 58 30FU-108
58 3 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平14法88）
58 63
58 4 地域環境保全基金事業
58 52
59 5 自然環境整備交付金
59 288

温泉法（昭23法125）、自然公園法（昭32法161）、大気汚染防止法（昭43法97）、廃棄物の処理及び清掃に関する
法律（昭45法137）、水質汚濁防止法（昭45法138）、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭45法139）、特
定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭46法107）、浄化槽法（昭58法43）、自動車から排出される
窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平４法70）、ダイオキシン類対
策特別措置法（平11法105）、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平13法65）、
土壌汚染対策法（平14法53）、使用済自動車の再資源化等に関する法律（平14法87）、鳥獣の保護及び管理並びに
狩猟の適正化に関する法律（平14法88）及び特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平17法51）


